
掃
施
設
組
合
、
粕
屋
南
部
消
防
組
合

へ
の
負
担
金
の
増
に
よ
り
、
３
２
２
１

万
５
０
０
０
円
（
３
・
８
％
）
増
加
し

ま
し
た
。

　
町
の
財
政
運
営
が
健
全
か
ど
う
か

の
目
安
と
な
る
経
常
収
支
比
率
は
、

92
・
１
％
で
、
前
年
度
に
比
べ
８
・
０

％
も
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
指
標

は
70
％
程
度
が
妥
当
で
こ
れ
が
75
％

を
超
え
る
と
、
財
政
構
造
の
弾
力
性

を
欠
く
こ
と
と
な
り
、
16
年
度
は
つ

い
に
90
％
を
超
え
て
お
り
、
硬
直
化

が
さ
ら
に
進
行
し
て
い
ま
す
。
　
　

　
財
源
の
不
足
を
基
金
の
取
り
崩
し

に
よ
り
賄
っ
て
い
る
状
態
で
、
町
の
財

政
運
営
は
ま
す
ま
す
厳
し
さ
を
増
す

も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、

今
後
須
恵
町
で
は
、
数
値
目
標
を
設

定
し
た
人
件
費
の
削
減
、
事
務
事
業

の
見
直
し
な
ど
の
指
針
と
し
て
、
行

財
政
の
「
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」
を
策

定
し
、
町
民
の
み
な
さ
ま
の
理
解
を

得
な
が
ら
、
行
財
政
改
革
に
取
り
組

ん
で
ま
い
り
ま
す
。

の
規
定
に
よ
っ
て
そ
の
支
出
が
義
務
づ

け
ら
れ
て
い
る
扶
助
費
を
合
わ
せ
た

義
務
的
経
費
は
、
33
億
４
０
８
１
万
８

０
０
０
円
（
歳
出
全
体
の
45
・
９
％
）

で
、
扶
助
費
が
、
国
か
ら
の
権
限
移

譲
に
伴
う
障
害
者
支
援
費
制
度
の
影

響
や
、
児
童
手
当
支
給
基
準
の
改
定

に
よ
り
増
加
し
た
た
め
、
前
年
比
、

８
７
２
３
万
円
（
15
・
５
％
）
の
増
と

な
り
、
公
債
費
も
町
債
の
借
り
換
え

の
た
め
４
億
６
３
４
８
万
円
増
加
し
て

い
ま
す
。
こ
の
経
費
の
割
合
が
小
さ
い

ほ
ど
町
の
財
政
運
営
に
ゆ
と
り
が
生

じ
ま
す
。

　
教
育
施
設
、
道
路
整
備
の
充
実
な

ど
、
行
政
水
準
の
向
上
の
た
め
の
投

資
的
経
費
は
、
８
億
７
９
６
１
万
６
０

０
０
円
で
、
歳
出
全
体
の
12
・
１
％
を

占
め
て
い
ま
す
。

　
そ
の
他
の
経
費
で
は
、
繰
出
金
が

９
億
１
０
５
万
６
０
０
０
円
で
、
前
年

比
17
・
３
％
の
増
で
、
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
な
ど
が
増

加
し
て
い
ま
す
。
補
助
費
等
は
、
清

目
的
別
歳
出
の
主
な
内
容

歳出歳出(性質別）の内訳性質別）の内訳
(グラフグラフ3)3)

歳出(性質別）の内訳
(グラフ3)

歳入の内訳歳入の内訳(グラフグラフ1)1)歳入の内訳(グラフ1)

歳出歳出(目的別）の内訳目的別）の内訳
(グラフグラフ2)2)

歳出(目的別）の内訳
(グラフ2)

それぞれ(  )は％

 

総
務
費

第
一
小
学
校
下
町
有
地
整
備
工
事

４
２
６
万
円

役
場
庁
舎
広
告
幕
装
置
設
置
工
事

２
１
５
万
円

参
議
院
議
員
通
常
選
挙
費

８
０
１
万
円

補助費等補助費等
872,415872,415千円千円
(12.0)(12.0)

補助費等
872,415千円
(12.0)

維持補修費維持補修費
84,38784,387千円千円
(1.2)(1.2)

維持補修費
84,387千円
(1.2)

投資及び出資金投資及び出資金
84,21784,217千円千円
(1.1)(1.1)

投資及び出資金
84,217千円
(1.1)
積立金積立金
34,98634,986千円千円
(0.5)(0.5)

積立金
34,986千円
(0.5)

災害復旧費災害復旧費
2,5302,530千円千円
(0.0)(0.0)

災害復旧費
2,530千円
(0.0)

普通建設事業費普通建設事業費
 877,086 877,086千円千円
(12.1)(12.1)

普通建設事業費
 877,086千円
(12.1)

扶助費扶助費
648,225648,225千円千円
(8.9)(8.9)

扶助費
648,225千円
(8.9)

公債費公債費
1,336,1381,336,138千円千円
(18.4)(18.4)

公債費
1,336,138千円
(18.4)

その他の経費その他の経費
3,058,1343,058,134千円千円
(42.0)(42.0)

その他の経費
3,058,134千円
(42.0)

投資的経費投資的経費
  879,616  879,616千円千円
(12.1)(12.1)

投資的経費
  879,616千円
(12.1)

義務的経費義務的経費
3,340,8183,340,818千円千円
(45.9)(45.9)

義務的経費
3,340,818千円
(45.9)

繰出金繰出金
901,056901,056千円千円
(12.4)(12.4)

繰出金
901,056千円
(12.4)

物件費物件費
1,081,0731,081,073千円千円
(14.8)(14.8)

物件費
1,081,073千円
(14.8)

人件費人件費
1,356,4551,356,455千円千円
(18.6)(18.6)

人件費
1,356,455千円
(18.6)

歳    出
7,278,568,278,568千円千円
(100)(100)

歳  出
7,278,568千円
(100)

公債費公債費
1,336,1381,336,138千円千円
(18.4)(18.4)

公債費
1,336,138千円
(18.4)

総務費総務費
765,804765,804千円千円
(10.5)(10.5)

総務費
765,804千円
(10.5)

衛生費衛生費
886,484886,484千円千円
(12.2)(12.2)

衛生費
886,484千円
(12.2)

教育費教育費
901,137901,137千円千円
(12.4)(12.4)

教育費
901,137千円
(12.4)

民生費民生費
1,748,2371,748,237千円千円
(24.0)(24.0)

民生費
1,748,237千円
(24.0)

土木費土木費
1,063,9801,063,980千円千円
(14.6)(14.6)

土木費
1,063,980千円
(14.6)

歳    出
7,278,5687,278,568千円千円
(100)(100)

歳  出
7,278,568千円
(100)

農林水産業費農林水産業費
199,760199,760千円千円
(2.7)(2.7)

農林水産業費
199,760千円
(2.7)

250,052250,052千円千円
(3.4)(3.4)

消防費消防費
250,052千円
(3.4)

消防費

議会費議会費
106,057106,057千円千円
(1.5)(1.5)

議会費
106,057千円
(1.5)

その他その他
20,91920,919千円千円
(0.3)(0.3)

その他
20,919千円
(0.3)

地方交付税地方交付税
1,907,6511,907,651千円千円
(25.2)(25.2)

地方交付税
1,907,651千円
(25.2)

依存財源依存財源
3,907,6563,907,656
千円千円(51.7)(51.7)

依存財源
3,907,656
千円(51.7)

町税町税
2,251,8472,251,847
千円千円
(29.8)(29.8)

町税
2,251,847
千円
(29.8)

繰越金繰越金
474,165474,165千円千円
(6.3)(6.3)

繰越金
474,165千円
(6.3)

自主財源自主財源
3,649,6623,649,662
千円千円(48.3)(48.3)

自主財源
3,649,662
千円(48.3)

町債町債
888,700888,700
千円千円(11.8)(11.8)

町債
888,700
千円(11.8)

国庫支出金国庫支出金
369,610369,610千円千円
(4.9)(4.9)

国庫支出金
369,610千円
(4.9)

歳    入
7,557,3187,557,318千円千円
(100)(100)

歳  入
7,557,318千円
(100)

県支出金県支出金
236,733236,733
千円千円 (3.1) (3.1)

県支出金
236,733
千円 (3.1)

地方消費税交付金地方消費税交付金
225,684225,684千円千円
(3.0)(3.0)

地方消費税交付金
225,684千円
(3.0) 地方譲与税地方譲与税

121,540121,540千円千円
(1.6)(1.6)

地方譲与税
121,540千円
(1.6)

その他その他
157,738157,738千円千円
 (2.1) (2.1)

その他
157,738千円
 (2.1)

その他その他
69,01469,014千円千円
(0.9)(0.9)

その他
69,014千円
(0.9)

諸収入諸収入
　　　　387,033387,033千円千円

(5.1)(5.1)

諸収入
　　387,033千円

(5.1)

繰入金繰入金
249,303249,303千円千円
(3.3)(3.3)

繰入金
249,303千円
(3.3)

分担金分担金､負担金負担金
115,176115,176千円千円 (1.5) (1.5)
分担金､負担金

115,176千円 (1.5)

使用料使用料､手数料手数料
103,124103,124千円千円
 (1.4) (1.4)

使用料､手数料
103,124千円
 (1.4)
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歳
出
総
額
は
、
72
億
７
８
５
６
万
８

０
０
０
円
で
、
町
債
の
借
り
換
え
を

行
な
っ
た
関
係
で
、
歳
出
も
15
年
度

に
比
べ
る
と
７
億
３
５
４
４
万
９
０
０

０
円
（
11
・
２
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

歳
出
を
性
質
別
に
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

議
員
や
職
員
な
ど
の
人
件
費
、
借
入

金
の
返
済
に
あ
て
る
公
債
費
、
法
令

平
成
16
年
度
決
算 

一
般
会
計

平
成
16
年
度
決
算 

一
般
会
計

経
常
収
支
比
率
92
・
１
％
財
政
の
硬
直
化
が
さ
ら
に
進
行

基
金
を
２
億
３
２
０
０
万
円
取
り
崩
し

経
常
収
支
比
率
92
・
１
％
財
政
の
硬
直
化
が
さ
ら
に
進
行

基
金
を
２
億
３
２
０
０
万
円
取
り
崩
し

歳
　
入
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）

歳
 
出
（
グ
ラ
フ
２
、
３
参
照
）

　
平
成
16
年
度
の
一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
の
決
算
が

９
月
定
例
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入
が
75
億
５
７
３
１
万
８
０

０
０
円
、
歳
出
が
72
億
７
８
５
６
万
８
０
０
０
円
で
、
差

引
き
実
質
収
支
は
２
億
７
８
７
５
万
円
で
こ
の
額
か
ら
15

年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
は
１

億
９
５
４
１
万
６
０
０
０
円
の
赤
字
と
な
り
、
こ
れ

に
黒
字
要
素
の
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
立
額
１
６
９

０
万
２
０
０
０
円
を
加
算
し
、
赤
字
要
素
の
財
政
調

整
基
金
の
取
り
崩
し
額
２
億
３
２
０
０
万
円
を
差
し

引
い
た
実
質
単
年
度
収
支
は
４
億
１
０
５
１
万
４
０

０
０
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
あ
わ
せ
た
歳
入
総
額
は
、

１
４
３
億
１
８
２
５
万
９
０
０
０
円
に
対
し
、
歳
出

総
額
が
１
４
１
億
３
０
１
５
万
３
０
０
０
円
で
し
た
。

（
表
１
参
照
）

※
実
質
収
支
・
・
歳
入
か
ら
歳
出
を
引
い
た
額
（
17

　
年
度
へ
の
繰
越
額
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
額
も
控

　
除
す
る
）。

※
単
年
度
収
支
・
・
16
年
度
実
質
収
支
か
ら
15
年

　
度
実
質
収
支
を
引
い
た
額
（
実
質
収
支
か
ら
前
年

　
度
の
繰
越
金
を
差
引
い
て
16
年
度
の
み
の
収
支
を

　
示
す
）。

※
実
質
単
年
度
収
支
・
・
単
年
度
収
支
に
実
質
的
な

　
黒
字
要
素
（
基
金
積
立
額
、
地
方
債
繰
上
償
還
額
）

　
や
赤
字
要
素
（
基
金
取
崩
し
額
）
を
加
減
し
た
額
。

一般・特別会計決算内訳　＜表１＞　　　　 （単位:千円）

会計別

歳入歳出別

一   般   会   計

歳   入

国民健康保険

老 人 保 健

奨 学 資 金

公共下水道事業

農業集落排水事業

収  益  的

資  本  的

総　    　　額

7,557,318

2,217,382

2,200,106

3,221

1,149,725

88,726

458,552

643,229

14,318,259

7,278,568

2,210,698

2,198,217

56

1,145,197

84,307

443,741

769,369

14,130,153

278,750

6,684

1,889

3,165

4,528

4,419

14,811

126,140

188,106

歳   出 差 引 額

特 

別 

会 

計

水
道
事
業

一 

般 

会 

計 

決 

算

　
歳
入
総
額
は
、
75
億
５
７
３
１
万
８

０
０
０
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
る
と
５

億
４
０
０
３
万
３
０
０
０
円
（
７
・
７

％
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ

は
３
億
７
８
８
０
万
円
の
町
債
の
借
り

換
え
を
行
い
ま
し
た
の
で
、
そ
の
財

源
に
充
て
た
町
債
（
借
入
金
）
が
歳

入
に
含
ま
れ
て
お
り
ま
す
の
で
、
16

年
度
は
そ
の
分
歳
入
額
が
増
加
し
て

い
ま
す
。

　
歳
入
の
う
ち
大
き
な
割
合
を
占
め

て
い
る
の
は
、
町
税
（
町
民
税
、
固

定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、
た
ば
こ

税
な
ど
）
で
、
22
億
５
１
８
４
万
７
０

０
０
円
、
歳
入
全
体
の
29
・
８
％
を

占
め
、
前
年
度
に
比
べ
１
億
３
３
２
１

万
６
０
０
０
円
、
0
・
9
％
増
加
し
て

い
ま
す
。
次
に
大
き
な
割
合
を
占
め

て
い
る
の
が
、
地
方
交
付
税
（
地
方

公
共
団
体
が
ひ
と
し
く
行
政
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
よ
う
一
定
の
基
準
に
よ

り
国
が
交
付
す
る
税
）
で
19
億
７
６

５
万
１
０
０
０
円
、
歳
入
の
25
・
２
％

を
占
め
て
い
ま
す
が
、
前
年
度
に
比
べ
、

９
２
８
１
万
７
０
０
０
円
、
４
・
６
％

と
４
年
連
続
で
減
少
し
て
お
り
、
国

が
構
造
改
革
の
一
環
と
し
て
進
め
て
お

り
ま
す
三
位
一
体
の
改
革
の
交
付
税
の

削
減
の
影
響
を
受
け
、
今
後
も
地
方

交
付
税
は
減
少
傾
向
を
た
ど
る
見
込

み
で
す
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
は
、
町
税
や
負

担
金
な
ど
町
独
自
で
確
保
す
る
自
主

財
源
と
、
地
方
交
付
税
や
国
県
支
出

金
な
ど
、
国
、
県
か
ら
の
負
担
金
や

補
助
金
、
町
債
な
ど
の
依
存
財
源
と

で
賄
っ
て
い
ま
す
。
16
年
度
の
自
主
財

源
の
比
率
は
48
・
３
％
で
、
前
年
度

よ
り
割
合
が
上
が
っ
て
お
り
ま
す
が
、

地
方
交
付
税
や
国
県
支
出
金
な
ど
の

依
存
財
源
の
減
少
を
基
金
か
ら
の
繰

入
金
で
補
っ
た
結
果
で
す
。
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